
 

 

い」が 50％と半数を占めま

した。「増加傾向」は

26％、「減少傾向」は 24％

で、ほぼ同率でした。 

業種別で残業時間が増加

傾向だったのは、「コンサ

ルティング・士業」が最多

で 36％、一方、減少傾向は

「メーカー（機械・電気・

電子など）」が最多で 32％

でした。 

◆残業時間の増加理由は

「人手不足」、減少理由は

「企業の残業制限」 

残業が増加傾向と回答し

た人にその理由を聞いてみ

ると、「人員が足りないた

め」が最多で 75％でした。

次いで「仕事量が増えてき

たため」が 67％と続きま

す。 

一方、残業時間が「減少

傾向」と回答した人の理由

は、「残業が制限されたた

め」が最多で 42％でした。 

◆残業代の割増制度を知っ

ている人は４割弱にとどま

る 

 中小企業で働く人の「月

60 時間を超える残業代の割

増率が 50％に引き上げ」さ

れることを知っているかの

問いには、「知っている」

は 39％（内容も含めてよく

知っている９％、概要だけ

知っている 30％）と、全体

の４割弱に留まりました。 

引上げについては、「と

ても良いと思う」（47％）

と「良いと思う」（33％）

を合わせた 80％の人が好感

を示しています。一方で、

引上げが「良くないと思

う」（とても良くないと思

う１％、良くないと思う

８％）という声も１割弱あ

りました。 

 

新型コロナウイルス感染

症の５類感染症移行後の

対応 

◆５類移行に伴う新型コロ

ナに対する考え方は？ 

５月８日から、新型コロナ

ウイルス感染症は感染症法

上の位置づけを「５類感染

症」に引き下げ、マスクの着

用や外出自粛の要請は季節

性インフルエンザと同様に、

企業や個人に委ねられるこ

とになりました。 

そのうえで、厚生労働省

は、新型コロナウイルスに感

染した場合、これまでの分析

結果や諸外国の事例を踏ま

え、以下を推奨しています。 

○発症後５日を経過し、か

つ、症状軽快から 24 時間

経過するまでの間は外出

を控える 

○発症後 10 日間が経過する

までは、マスクを着用し高齢

者等との接触は控える 

また、濃厚接触者として保

健所から特定されることはな

くなり、外出自粛を要請され

ることはなくなりました。 

家族や同居者が新型コロナ

ウイルスに感染した場合は、

可能であれば部屋を分け、感

染者の世話はできるだけ限ら

れた人のみで行うことなどに

注意する必要があります。ま

た、感染者の発症日を０日と

して、特に５日間は自身の体

調に注意し、７日目までは発

症する可能性があるため、マ

スク着用等の感染対策や周囲

への配慮が必要です。 

◆医療提供体制について 

これまでは新型コロナウイ

ルスに感染した場合、限られ

た医療機関でのみ受診可能で

したが、５月８日以降は、幅

広い医療機関での受診が可能

になります。また、ＰＣＲ検

査や入院・外来の医療費につ

いては、季節性インフルエン

ザなどと同様に健康保険が適

用され、１割から３割の自己

負担が基本となります。 

 また、新型コロナウイルス

感染症に係る傷病手当金につ

いては、これまでは療養担当

者意見欄（申請書４ページ目）

の証明の添付が不要でした

が、５月８日以降の申請につ

いては、医師の証明が必要と

なりますので注意が必要で

す。 

 

勤停止」11.3％、「降格」

11.0％が続いています。被害

者への対応は、「加害者を配

置転換させる等当事者間を

引き離すよう人事上の配慮

をした」が 58.6％で最多、

「被害者の精神的なショッ

クが大きかったため、メンタ

ルケアを行った」28.8％、「加

害者から被害者への謝罪を

あっせんした」25.2％となっ

ています。 

◆難しい対応を迫られる 

ハラスメント事案が発生

し、当事者や第三者への事実

確認のヒアリングを行った

ものの、判断に迷うというケ

ースは少なくありません。そ

の後の対応がさらなるトラ

ブルを生む可能性もありま

す。企業としては、状況を踏

まえて引き続き適切な対応

を検討していく必要がある

でしょう。 

 

「残業」は転職先選びに影

響する重要事項 
 ～エン・ジャパン「社会人 1

万人の『残業』実態調査」より 
◆エン・ジャパン株式会社

は、「社会人１万人の「残

業」実態調査―『エン転

職』ユーザーアンケート」

を公表しました。「残業の

有無や平均時間」が転職先

選びに影響していると回答

したのは 84％「転職活動を

する上で、残業の有無や平

均時間等は、企業選びにど

の程度影響しますか？」の

質問に対し、「とても影響

する」が最多で 49%、「少

し影響する」は 35％で、合

わせて 84％が「影響する」

と回答しました。 

年代別で見ると、20 代、

30 代は半数以上が「とても

影響する」（20 代：55％、

30 代：56％）と回答し、

「少し影響する」と合わせ

ると、20 代は 89％、30 代

は 88％に上ります。 

また男女別では、「とて

も影響する」と回答した男

性が 44％に対し、女性は

54％と 10 ポイントの差が

ありました。男性より女性

のほうが、企業選びで残業

時間を重要視していること

がわかります。 

◆残業時間が「増加傾向」

は 26％、「減少傾向」は

24％。半数は「変わらな

い」 

「ここ数年で、あなたの

残業時間は増加傾向です

か？ 減少傾向ですか？」

の質問には、「変わらな

ハラスメントが起きたとき

の職場の対応は？ 
◆企業におけるハラスメン

ト対応 

改正労働施策総合推進法

の施行により、令和２年６月

（中小企業では令和４年４

月）から職場のパワハラ防止

対策が義務化され、多くの企

業ではハラスメント防止対

策に一層取り組んでいると

ころです。 

労働者側のハラスメント

への意識も高まっているこ

とで、現場では様々なハラス

メント事案への対応に迫ら

れる機会も増えていること

でしょう。 

◆ハラスメントが起きたと

きの対応 

実際にハラスメント事案

が発生した場合の対応につ

いては、最も悩ましいところ

です。東京都産業労働局「職

場のハラスメント防止への

取組等 企業における男女の

雇用管理に関する調査」によ

れば、従業員が相談した際の

職場の対応は「被害者へのヒ

アリング」の割合が多く、行

為者への処分としては、「け

ん責（口頭又は文書での注意

等）」が 62.5％で最多、次い

で「配置転換」29.4％、「出
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